
はじめに
国税通則法第68条1項に定める重加
算税の賦課に当たっては、「隠ぺい」「仮
装」が外部からうかがい得る特段の行
動を伴っていたか否かという点が重要
になります。今月の解体新書は、この
要件について外部からうかがい得る特
段の行動に該当するとは、認められな
かった事例を紹介します。

① 平16－02－26東京地裁判決
Ｚ254－9574（全部取消し）

原告会社が、外国子会社に対する出
資を行った時点において、外国祖父会
社の子会社を買い取った上、その会社
に貸付や出資を行い、その会社に外国
兄弟会社の子会社を買い取らせること
により外国兄弟会社の損失を補填しよ
うとの意図を持っていたことが認めら
れる。しかし、原告会社としては、そ
の時点においては、外国兄弟会社子会
社によるＭ社関連の事業を継続した
上、原告会社及び外国子会社において
できるだけ損失の回復を図るととも
に、Ｍ社との間において交渉を行い、
事業を立て直しその継続を図るか、そ
れが困難になった場合においても、早
くとも2、3年後を念頭においた適切
な時期に有利な形で本件各子会社8社
及び外国子会社の処理を図る意図であ
ったと認められる。すなわち、その時
点で、さらに、損害が発生すればそれ
を負担せざるを得ない可能性があると
は認識していたものの、後に外国子会
社に生じた1億1200万クローネの損失
のような多額の損失が発生することを
想定し、それをも原告会社において負
担するものと考えて計画的に行動して
いたと認めるのは困難であるとされた
事例

② 平20－10－24東京地裁
Ｚ258－11509（全部取消し）

被相続人と訴外Ａ（納税者Ｘが代表
取締役をつとめる同族会社である訴外
Ｂ社の総務部長）との間で本件株式を
Ａに売り渡す旨の本件売買契約が締結
された事実が認められるところ、本件
株式は、本件売買契約締結当時、既に

本件海外信託会社へ信託されていたの
であるから、本件売買契約が締結され
た時点で被相続人からＡに移転したの
は、本件信託受益権のみということに
なるが、Ａは、本件売買契約の売買代
金を被相続人に支払っており、また、
信託契約は、相続より前に解約された
のであるから、株式の所有権は、売買
契約の効果として、相続より前に、信
託契約が解約された時点で完全にＡに
移転したというべきであるとされた事
例

③ 平28－03－30公表裁決
Ｊ102－1－02
（全部取消し・一部取消し）

本件子らには、事前通知後、原処分
庁の調査に積極的には協力しない旨の
漠然とした合意が形成されていたこと
が認められ、調査の際、被相続人が証
券会社との取引があった事実を秘匿す
るため、虚偽の答弁や香典メモの破棄
行為という明らかな証拠隠滅行為に及
んだことなど、相続財産を隠ぺいし、
相続税を無申告で済ませようとする意
図をうかがわせる一定の事情が認めら
れるが、これらの事情は、いずれも、
法定申告期限から約1年8月が経過し
た後の調査時点における言動等であっ
て、事前準備を要するような計画的な
ものではなく、とっさにとった行動と
も評価し得るものであり、その後直ち
に証券会社との取引の事実を認め、遅
滞なく期限後申告に応じていることか
ら、相続財産を隠ぺいする態度、行動
をできる限り貫こうとしたとまではい
えない。無申告加算税に代えてなされ
た重加算税の賦課決定処分につき、事
実を隠ぺいし、その隠ぺいされたとこ
ろに基づき法定申告期限までに申告書
を提出しなかったものとは認められな
いとして、同処分を全部又は一部を取
り消した事例

④ 平23－03－23非公開裁決
Ｆ0－3－270（全部取消し）

相続人である配偶者が、当初から相
続財産を過少に申告することを意図
し、その意図を外部からもうかがい得
る特段の行動をした上、その意図に基

づく過少申告をしたとは認められず、
相続税法第19条の2第5項に規定する
隠ぺい仮装行為はなかったとした事例

⑤ 3－25東京高裁判決Z888－1926
（控訴人国）（控訴人の請求棄却）
（控訴人上告受理申立て）

IBM事件／行為計算否認／自己株式
の取得と連結納税における経済的合理
性

⑥ 平27－11－30公表裁決
Ｊ101－3－07（全部取消し）

建物附属設備の除却損について、当
該建物附属設備に係る建物が売却され
た日の属する事業年度の損金の額に算
入されるとした事例

⑦ 平28－02－08公表裁決
Ｊ102－4－14（全部取消し）

財産の評価／宅地及び宅地の上に存
する権利／各影響要因に基づく加減／
請求人らが相続により取得した土地
は、財産評価基本通達24－4に定める
広大地に当たるとして処分の全部を取
り消した事例

⑧ 平27－09－01公表裁決
Ｊ100－4－08（全部取消し）

贈与事実の認定／その他の財産／請
求人の名義で登録された車両は、請求
人の父がその資金の全額を拠出してお
り、贈与に当たるとして行われた贈与
税の決定処分について、請求人に対す
る贈与の事実はないとして、贈与税の
決定処分の全部を取り消した事例

⑨ 平27－05－08公表裁決
Ｊ99－4－12（全部取消し）

相続税の課税財産の認定／書画、骨
とう、貴金属等／本件金地金につい
て、相続開始日に本件被相続人の相続
財産として存在したと認めるには十分
とはいえないことなどから、請求人が
取得した相続財産であるとは認められ
ないとした事例

⑩ 平27－04－01非公開裁決
Ｆ0－3－425（全部取消し）

無申告加算税／法定申告期限内に提

出された押印漏れの相続税申告書／審
査請求人（被相続人の長女）が、法定
申告期限内に共同提出した相続税申告
書は、押印はされていないものの同人
の申告の意思に基づき提出されたもの
で納税申告書の効力が認められること
から、期限内申告書に該当するとし
て、無申告加算税の賦課決定処分が取
り消された事例

⑪ 平27－04－01非公開裁決
Ｆ0－3－429（全部取消し）

無申告加算税／法定申告期限内に提
出された押印漏れの相続税申告書／審
査請求人（被相続人の長男）が、法定
申告期限内に共同提出した相続税申告
書は、押印はされていないものの同人
の申告の意思に基づき提出されたもの
で納税申告書の効力が認められること
から、期限内申告書に該当するとし
て、無申告加算税の賦課決定処分が取
り消された事例

⑫ 平27－04－01公表裁決
Ｊ99－1－01（全部取消し）

期限内申告／納税申告書の作成経緯
や原処分庁への納税申告書の提出状況
及び納税の状況等を総合考慮すべきで
あって、納税申告書としての他の要件
を具備している限り、押印がないこと
のみをもって納税申告書としての効力
がないものとはいえず、押印が漏れて
いる相続税の申告書について、納税申
告書としての効力が認められるとした
事例

⑬ 平27－01－08非公開裁決
Ｆ0－5－148（全部取消し）

消費税法上の「事業」か給与か／貨
物船内における荷役作業／請求人らは
事業者Ａに雇用された給与所得者であ
り、Ａに対する役務の提供は、消費税
法上の「事業」に該当しないとした事
例

収録内容に関するお問い合わせは
データベース編集室へ
TEL 03（5496）1416

朝倉 洋子［目黒］

TAINS最新情報
～外部からうかがい得る特段の行動～

2017年〔平成29年〕4月1日〔土曜日〕 東 京 税 理 士 界 〔第三種郵便物認可〕 VolumeNo.723【10】


